予算要求資料
平成28年度当初予算　　支出科目　款：警察費　項：警察活動費　目：交通指導取締費　　　
	事業名　自動車安全運転センター補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　警察本部　交通部　交通企画課　電話番号：058-271-2424（内5021）
　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c18890@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        　　　　1,280千円（前年度予算額：1,280千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	1,280
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,280

	要求額
	1,280
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,280

	決定額
	1,280
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,280


２　要求内容
（1） 要求の趣旨（現状と課題）
自動車安全運転センターは、自動車の運転に関する資料の提供、研修の
実施、自動車事故等に関する調査研究を行うことにより、道路の交通に起
因する障害の防止、運転免許を受けた者等の利便の増進に資することを目
的として、「自動車安全運転センター法」に基づき昭和50年に設立された
団体である。
自動車安全運転センターが行う事業のうち、累積点数通知業務が県内の

交通事故・交通違反の抑制に多大な貢献をしているため、補助金の交付を継

続して行っている。

　　※　累積点数通知業務とは、交通違反による累積点数が、運転免許の効力の

停止等の処分を受ける直前の点数に達した者に対して、現時点における累

積点数及び今後違反行為があった場合、運転免許の効力の停止等の処分が

科せられることとなる旨を通知する業務で、同通知を受けた運転者に対し

て自律的にその後の安全運転を促すこととなり、結果的に交通事故の抑止

に多大な貢献をしている。

（2） 事業内容
自動車安全運転センターに対する補助金の交付
（３）県負担・補助率の考え方

　　　　自動車安全運転センターが行う累積点数通知業務は、県内の交通事故、
交通違反の抑止に多大な貢献をしている。また、補助金についても3年ごと

に見直しを検討しており県負担は妥当である。
（４）類似事業の有無
　　　無し
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	1,280
	自動車安全運転センターが行う累積点数通知業務に対する助成

	合計
	1,280
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）国・他県の状況

　　　全都道府県が補助金を交付しており、岐阜県は、免許保有人口割りで全国
39位の負担状況である。
県単独補助金事業評価調書
	□  新規要求事業

	■  継続要求事業


	補助事業名
	自動車安全運転センター補助金

	補助事業者（団体）
	自動車安全運転センター

	補助事業の概要
	（目的）行政処分直前の運転者に対し注意警告を与え、その後の安全運転を促すもの。
（内容）累積点数が、免許停止等の処分を受ける直前の点数に達したとき、その者に対し累積点数通知書の送付を行うもの。

	補助率等
	定額・定率・その他（例：人件費相当額）
（１，２８０千円　　　　　　　　　　　　　　　）

	補助効果
	県内の交通事故の抑制に多大な貢献をしている。

	終期の設定
	終期３０年度

（理由）３年ごとに終期を設定し、補助額の見直しを行っている。


（事業目標）
	・終期までに何をどのような状態にしたいのか

　行政処分直前の運転者全てに対して確実に累積点数の通知を行い、自律的な安全運転を促す。（毎年度約11,000件の通知を行う）


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
(H27年度末)
	目標
(H28年度末)
	目標

(終期)

	①累積点数通知件数
	32,876件
	11,300件
	33,900件

	②
	
	
	


	
	H24年度
	H25年度
	H26年度
	H27年度
	H28年度

（要求）

	補助金交付実績
	1,280千円
	1,280千円
	1,280千円
	(予算額)

1,280千円
	(要求額)

1,280千円

	指標①目標
	11,300件
	11,300件
	11,300件
	11,300件
	11,300件

	指標①実績
	12,393件
	11,732件
	9,844件
	(推計値)

11,300件
	(推計値)



	指標①達成率
	109.7％
	103.8％
	87.1％
	(推計値)
100.0％
	(推計値)
％

	指標②目標
	
	
	
	
	

	指標②実績
	
	
	
	(推計値)


	(推計値)



	指標②達成率
	％
	％
	％
	(推計値)
％
	(推計値)
％


（前年度の成果）

	　交通違反行為に係る累積点数の通知、運転者の運転経歴や事故に関する資料の提供等を行い、交通事故や交通違反の再発防止に大きく貢献した。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　交通事故及び交通違反の抑制と運転者の利便のためにも、必要最低限の経費を確保して、自動車安全運転センターの活動を助成していく必要がある。


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○
	事業が廃止になれば累積点数通知業務は有償若しくは廃止となり、免許停止等の処分を受ける直前であることを認識しない運転者が増加し、交通安全対策上に大きな支障が出ると予測される。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている

△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
○
	累積点数通知業務は、通知を受けた運転者に対しその後の安全運転を自律的に促すこととなり、結果的に交通事故、交通違反の抑止に多大な貢献をしている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
○
	厳しい財政状況を踏まえ、同センターに対し事務の合理化を求めるとともに、３年ごとに補助金額の見直し検討を行っている。


（事業の見直し検討）

	　自動車安全運転センターへの補助金は、全都道府県が交付しているが、岐阜県では財政状況に伴いこれまで順次見直しが行われ、現在、免許保有人口割りで全国39位の負担状況となっている。よって更なる減額は考えられず、また、累積点数通知業務の廃止は交通違反抑止に悪影響を与えることとなることから平成27年度と同額の補助が妥当と思われる。


（終期到来時の翌年度以降の事業方針）
	継続・削減・統合・廃止

（理由）自動車安全運転センターの自主財源のみでは現行業務の継続実施は困難であり、補助金が廃止になれば、現在無償で行っている累積点数通知業務の実施ができなくなり、交通安全対策上に大きな支障を及ぼすこととなることから、今後も補助金の交付は継続していく必要がある。


